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日本再興戦略（平成 25年６月 14日閣議決定） 

＜関係部分抜粋＞ 

 

第Ⅰ 総論 

 

１．成長戦略の基本的考え方 

20 年以上も続いた経済の低迷は、余りにも長すぎ、我が国経済社会に深刻な影

響をもたらした。 

 

働き手が減少していくという少子高齢化社会の到来と相まって、デフレが長期化し

た結果、企業は、設備投資や賃金を抑制し、研究開発投資すら手控えるところまで追

い込まれ、消費者も、将来への不安や所得減少から消費を減らさざるを得ず、その結

果、需要が低迷し、デフレを加速するという悪循環から抜け出せずにいた。 

 

安倍政権が発足して半年に満たないが、デフレマインドを一掃するための大胆な

金融政策という第一の矢、そして湿った経済を発火させるための機動的な財政政策

という第二の矢を放つと同時に、TPP への交渉参加、電力システム改革、待機児童

解消策など、必要性は言われながらも棚上げとなっていた課題についても決断し、実

行に着手するまでに至っている。 

 

止まっていた経済が再び動き出す中で、新陳代謝を促し、成長分野への投資や人

材の移動を加速することができれば、企業の収益も改善し、それが従業員の給与ア

ップ、雇用の増大という形で国民に還元されることとなる。そうすれば、消費が増え、

新たな投資を誘発するという好循環が実現し、地域や中小企業・小規模事業者にも

波及していくこととなる。 

 

今回の成長戦略を新たなスタートとして、民間の全ての経済主体が挑戦する気概

を持って積極的かつ能動的に成長に向けた取組を本格化することで、初めてこうした

好循環が起動することとなり、日本経済を停滞から再生へと、そして更なる高みへと

飛躍させ、成長軌道へと定着させることが可能となる。 

 

今回の成長戦略を始めとする三本の矢を実施することなどを通じて、中長期的に、

２%以上の労働生産性の向上を実現する活力ある経済を実現し、今後 10 年間の平

均で名目 GDP 成長率３%程度、実質 GDP 成長率２%程度の成長を実現することを目

指す。 

 

2010 年代後半には、より高い成長の実現を目指す。その下で、１人当たり名目国

民総所得（GNI）は中長期的には年３%を上回る伸びとなり、10 年後には 150 万円以

上増加することが期待される。 

 

２．成長への道筋 

(４)成長の果実の国民の暮らしへの反映 



成長戦略で目標とした成長率が実現できたとしても、その成果の果実が供給サイド

に留まることなく、最終的には、社会全体の活力が回復し、国民一人ひとりが豊かさ

を実感でき、将来への希望が持てるようにならなければならない。 

 

第Ⅱ ３つのアクションプラン 

 

一．日本産業再興プラン ～ヒト、モノ、カネを活性化する～ 

 

２．雇用制度改革・人材力の強化 

③多様な働き方の実現 

○持続的な経済成長に向けた最低賃金の引上げのための環境整備 

・全ての所得層での賃金上昇と企業収益向上の好循環を実現できるよう、

今後の経済運営を見据え、最低賃金の引上げに努める。その際、中小

企業・小規模事業者の生産性向上等のための支援を拡充する。 

 

 

 


